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はじめに

　戦間期には，都市化が進展するなかで，六大都

市を始め各地の都市が周辺町村を合併して市域を

拡張した。東京市の場合，1932（昭和７）年 10

月に荏原・豊多摩・北豊島・南足立・南葛飾郡（隣

接五郡）の 82 町村を合併して，いわゆる「大東京」

が成立したが，その際に隣接町村が合併を希望し

た背景には財政状態の悪化があった1。都市化に

よる人口増加に対応するには学校・社会資本など

を整備する必要があったが，それには地方財政が

大きな役割を果たしており，大都市はもちろん隣

接町村の財政負担も拡大していたのである。

　戦間期の都市財政については様々な研究があ

り，大都市だけでなく地方都市の分析も行われて

いるが2，都市に隣接する町村財政の検討は史料

的な制約もあって不十分であり，とくに町村債は

ほとんど検討されていない3。府県統計書などで

は町村債に関する数値は郡別しか判明しないこと

が多い上に，日本興業銀行調査の『全国公債社債

明細表』や証券会社発行の『公社債年鑑』も，地

方債については府県債・市債のみを対象としてい

るため，町村債の発行条件や借入先を知ることが

困難だからである。

　しかし，東京市の隣接五郡については，東京市

が合併準備のために行った調査などを利用するこ

とで，1931 年度末に償還が終わっていない全て

の町村債・町村組合債を対象として，資料「隣接

五郡町村債・町村組合債明細表」を作成すること

ができた。都市化が進んでいた隣接五郡では，一

般の町村とは異なり時局匡救事業開始前から町村

債の起債が拡大していたので，総数 600 件を超え

る町村債・町村組合債の発行条件・借入先が判明

したのである。そこで，本稿ではこの「明細表」

を紹介・分析することで，戦間期における大都市

近郊の町村財政を検討する一助としたい。

１　隣接五郡の町村財政

　まず，隣接五郡の町村財政の状況を概観しよう。

『東京府統計書』4には郡別の町村財政決算額が

掲載されているが，これは各町村の一般会計（普

通経済）・特別会計だけでなく，町村組合を加算

した数値と考えられる。市域拡張時の隣接五郡に

は，複数の町村が共同で特定の事業を行う町村組
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合が９組合あった。とくに水道組合２組合の財政

規模が大きく，荒玉水道組合には豊多摩郡５町（野

方・中野・和田掘・杉並・落合町）・北豊島郡８

町（板橋・巣鴨・王子・岩淵・長崎・高田・西巣

鴨・滝野川町），江戸川上水組合には北豊島郡４

町（南千住・三河島・日暮里・尾久町）・南足立

郡１町（千住町）・南葛飾郡７町（小松川・砂・

大島・亀戸・吾嬬・寺島・隅田町）が参加してい

た。その他には，下水道組合が１組合，伝染病院・

隔離所のための病院組合が６組合あった5。

　この『東京府統計書』の数値によると，隣接五

郡の町村歳出決算額は 1919 年度には 500 万円

だったが，1920 年代に急増して 27～31 年度には

3500～4200 万円に達し，７～８倍に拡大した。

それに対し，1920 年代後半～30 年代初頭に同じ

東京府内の三多摩（北多摩・南多摩・西多摩郡）

の町村が 300 万円（1919 年度の３倍），全国の町

村が５億円前後（1919 年度の２倍）だった6。隣

接五郡の町村財政は 1920 年代に他の地域と比較

して著しく拡大し，1931 年度には三多摩の 10 倍，

全国の 10％近くになったのである。

　歳出入の構成については，『東京市隣接町村現

状調査』第二編財政の数値を検討しよう7。この

調査では，隣接五郡の 82 町村・９町村組合と北

多摩郡千歳村・砧村について，1925～31 年度の

純歳出入の内訳が判明する。純歳出入とは，総歳

出入から前年度繰越金・他会計との繰入・町村債

借替などを控除した数値であり，29 年度までは

決算，30 年度から予算が掲載されている。表１

は 84 町村・９町村組合全体の数値であるが，歳

入では町村税 30～45％，国庫負担５～10％が全

国町村の 40～50％，10～15％よりもおおむね低

率だった。それに対し，町村債 20～45％，使用

料５～15％が全国の５～10％，５％未満よりも高

率だったが，使用料の比率が高いのは水道料が増

加したためだった。一方歳出では，衛生費（水道

費・下水道費を含む）10～35％・公債費 10～

15％が全国の５％，５～10％よりも高率，教育費

25～40％が全国の 40～45％よりも低率だった8。

　町村債については，『東京府統計書』記載の郡

別町村債残高（町村組合債を含むと推定）から作

成した表２を検討しよう。1916 年度末まで 10 万

円だった隣接五郡の町村債は，1919 年度末 100

万円，22 年度末 800 万円，25 年度末 2200 万円，

27 年度末 4100 万円，30～31 年度末 6000～6400

万円に急増した。それに対し，三多摩は 1927～

31 年度に 100 万円前後で隣接五郡の２％に過ぎ

ず，歳出決算額以上の格差があった。また全国の

表 1　東京市隣接地域における町村財政の構成（単位 : 円，％）

純歳入合計額
純歳入の内訳の比率

純歳出合計額
純歳出の内訳の比率

町村税 国負担 府負担 使用料 町村債 役場費 土木費 教育費 衛生費 公債費

1925年度決算 24,070,018 43.6 5.2 2.7 5.5 31.1 25,105,161 15.4 8.8 39.2 13.7 10.2 
1926 年度決算 31,416,254 37.1 6.6 2.3 6.7 37.2 31,418,157 14.0 6.8 32.4 20.3 16.9 
1927 年度決算 40,452,668 30.1 5.6 1.6 7.3 44.1 42,165,119 9.4 4.9 25.6 36.7 13.7 
1928 年度決算 36,670,124 36.8 6.4 2.2 11.4 29.2 37,226,675 12.7 6.3 34.9 19.5 15.7 
1929 年度決算 34,318,122 41.4 7.6 2.5 16.0 21.4 36,093,175 10.9 7.0 34.2 23.2 16.0 
1930 年度予算 39,695,835 36.1 7.8 3.4 14.5 24.0 43,143,013 9.7 11.9 30.2 12.6 16.5 
1931年度予算 34,700,178 38.9 9.9 3.3 16.3 19.7 36,296,755 10.6 5.0 27.9 22.5 14.4 

出典　『東京市隣接町村現状調査』第二編財政，第二編財政（続）。
注　　隣接五郡の 82 町村・9町村組合と北多摩郡千歳村・砧村。
　　　純歳入・純歳出は総歳入・総歳出から前年度繰越金・他会計との繰入・町村債借換などを控除した数値。
　　　1930 年度は追加更正予算を含む。1931 年度は当初予算。
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町村債残高も急増していたが，隣接五郡は全国よ

りも増加率が高く，1925 年度以降は全国の 20～

25％に達していた。目的別では，1910 年代は教

育費が中心だったが，1920 年代には教育費に加

え上下水道費が急増した。とくに上下水道費の伸

びは著しく，全体の 50％前後を占めるようにな

り，教育費は 30％に低下したのである。

　つまり隣接五郡では，都市化に伴う人口増加に

より，小学校に加え水道・下水道など社会資本整

備が必要になるなかで，町村財政が膨張し町村債

が累積していたのである。たとえば水道は，1932

年１月現在で 49 町村に敷設され１町が工事中

だった。そのうち荏原郡の 17 町村には水道会社

３社（玉川水道・日本水道・矢口水道）が給水し

ていたが，残りの 33 町は公営水道（２町村組合・

８町営［東京市などからの分水を含む］）が担当

していた。また下水道も，1930 年度末に 12 町が

１町村組合・９町営により実施あるいは事業認可

申請中・申請準備中であり，22 町が調査中だっ

たのである9。

２　隣接五郡町村債・町村組合債明細表

　町村債については，『東京府統計書』には郡別

の数値しか記載されていない上に，目的別では関

東大震災関係の起債が分離できず，借入先は全く

表 2　隣接五郡の町村債残高（単位 : 円，％）

隣接五郡

三多摩 全国
合計額

目的別比率

教育費 上下水道 a

1913 年度末 129,348 96.1 67,776 11,209,037 
1914 年度末 113,740 96.3 61,952 12,001,349 
1915 年度末 … … 11,540,128 
1916 年度末 114,322 96.5 13,820 10,002,128 
1917 年度末 … … 10,712,014 
1918 年末　 418,378 73.8 20,000 …
1918 年度末 … … 11,673,023 
1919 年度末 1,014,146 60.4 17,300 14,917,913 
1920 年度末 … … 29,008,079 
1921 年度末 2,969,716 59.3 38.6 29,725 39,113,095 
1922 年度末 7,672,985 39.5 52.9 117,723 55,254,485 
1923 年度末 13,681,338 23.0 49.4 143,993 81,655,866 
1924 年度末 … … 95,597,482 
1925 年度末 22,443,825 34.1 50.9 313,138 115,699,399 
1926 年度末 … … 131,269,670 
1927 年度末 41,052,532 30.3 53.8 873,480 167,541,244 
1928 年度末 48,429,090 32.3 51.0 938,159 212,097,249 
1929 年度末 55,313,186 29.7 50.9 1,047,919 235,736,724 
1930 年度末 60,604,263 27.6 52.8 949,588 256,305,035 
1931 年度末 63,998,422 27.6 58.8 1,081,037 312,832,386 

出典　『東京府統計書』，『地方財政概要』。
注　　町村組合債を含むと推定。…は不明。
　　　 a）1922～23 年度は『東京府統計書』に上下水道費の項目がないので，上下水道費を含

むと推定される衛生費を記載。
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判明しない。ただ隣接五郡については，東京市が

市域拡張準備のために町村財政を始め様々な調査

を行っており，町村債の情報も得ることができる。

とくに『編入町村財産及負債調』10は，隣接五郡

の 82 町村・９町村組合について，1931 年度末に

償還が終わっていない町村債・町村組合債を調査

しており，目的・起債年度・起債額・未償還額・

利率・借入先・償還終了年度が判明する。ただ，

目的・借入先・利率が同一の起債が複数ある場合

は，起債年度が異なるものを含め起債額・未償還

額の合計額しか記載されていない11。そこで，東

京市の他の調査，市域拡張時の町村長から市長へ

の引継書12，各町村の町村誌などと照合すること

で，できるだけ個別の起債の起債年度・起債額な

どを確定する一方，誤りを修正して資料「隣接五

郡町村債・町村組合債明細表」を作成した。以下，

この「明細表」の起債額を目的別・借入先別に集

計した表３・４を利用しながら，「明細表」の内

容を検討しよう。

　起債額合計 7659 万円のうち町村組合債は 3320

万円だったが，水道組合が突出しており２組合で

3058 万円だった（荒玉水道組合 1693 万円，江戸

川上水組合 1365 万円）。それに対し，北豊島郡東

部下水道組合は 82 万円，病院組合は６組合のう

ち２組合には未償還債がなく，他の４組合は 20～

70 万円だった。一方町村債は 82町村合計で 4339

万円，１町村平均 53 万円だった。最高は豊多摩

郡渋谷町で 695 万円と突出しており，南足立郡千

住町が 215 万円，豊多摩郡代々幡町ほか 11 町が

100～150 万円だったのに対し，10 万円未満が 24

町村あり，うち北豊島郡練馬町と南足立郡舎人村

は未償還債が皆無だった。

　目的別では，町村債・町村組合債全体では，水

道費が 3735 万円で 49％を占め，小学校建築費が

2168 万円・28％，震災関係が 610 万円・８％，

下水道費が 493 万円・６％，土木関係が 323 万円・

４％，社会事業関係が 165 万円・２％，衛生関係

が 143 万円・２％だった13。町村別では，多くの

町村で小学校建築費と震災関係の比率が高く，両

者しか起債していない町村が 44 町村，90％以上

が８町あった。その一方で，渋谷町など 12 町で

は水道・下水道・土木費が 40％を超えていた。

また水道組合に参加している 25 町は，１町平均

100 万円以上の資金を水道組合経由で調達してい

ることになり，渋谷町など 12 町と重複しない 23

町も実質的に水道費の比率が高かったと言えよ

表 3　隣接五郡の町村債・町村組合債起債額［1931 年度末未償還債］－①（単位 : 円）

借入先 合　計
目的別

小学校建築費 水道費 下水道費 衛生関係 a 土木関係 b 社会事業関係 c 震災関係 d 費目不明の借替

預金部 40,313,456 5,429,326 24,114,593 2,049,400 289,000 1,463,300 1,169,851 5,710,690 87,296 
簡易保険局 27,475,950 14,139,550 7,407,500 2,875,800 1,142,500 908,800 478,400 391,000 132,400 
東京府教育資金 144,500 144,500 
勧農自己資金 e 279,200 279,200 
民間金融機関 8,284,063 1,623,529 5,830,334 830,200 
その他 f 89,700 64,000 25,700 
合計 76,586,869 21,680,105 37,352,427 4,925,200 1,431,500 3,228,000 1,648,251 6,101,690 219,696 

出典　資料「隣接五郡町村債・町村組合債明細表」。
注　　目的別については，借替債は借替前の費目に加算。
　　　 a）塵芥処理・病院費。b）道路・河川・埋立費。c）住宅・質屋・職業紹介所・失業救済（土木）事業費。d）小学校震災

応急施設費など応急施設・復旧費と歳入欠陥補填費。e）日本勧業銀行・東京府農工銀行の自己資金。ｆ）同愛記念病院
財団と個人。
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表 4　隣接五郡の町村債・町村組合債起債額［1931 年度末未償還債］－②（単位 : 円，％）

合　計
目的別比率 借入先別比率 

水　道 下水道小学校
A 水道 下水 衛生 土木

社会事業 震災
B A＋B

公的資金 勧農
自己

民間
金融 民間金融機関名

小計 住宅 小計 簡保 預金部 府教育
荏原郡 品川町 1,180,000 26.5 68.6 4.9 31.4 40.7 35.8 4.9 59.3 三菱銀行・品川信組 玉川会社 実施

大崎町 845,000 27.0 67.1 5.9 32.9 100.0 70.8 29.2 玉川会社 実施
目黒町 1,216,593 50.5 30.0 14.8 14.8 4.7 55.2 93.4 50.5 42.9 6.6 鴻池信託 町営（渋谷町分水）調査中
世田谷町 680,000 82.4 17.6 100.0 100.0 60.6 39.4 日本会社
松沢村 100,000 100.0 100.0 45.0 45.0 55.0 
荏原町 837,100 92.6 7.4 100.0 100.0 92.6 7.4 玉川会社
碑衾町 364,400 71.4 28.6 100.0 100.0 71.4 28.6 玉川会社
玉川村 69,000 63.8 36.2 100.0 78.3 78.3 21.7 日本生命 玉川会社
駒沢町 315,800 85.5 14.5 100.0 100.0 59.8 40.2 日本会社
馬込町 211,000 96.7 3.3 96.7 100.0 91.5 8.5 玉川会社
東調布町 194,300 74.3 25.7 25.7 74.3 100.0 25.7 74.3 玉川会社
矢口町 286,600 66.3 20.9 20.9 12.8 79.1 72.1 38.4 33.7 27.9 千代田生命 矢口会社
池上町 348,511 66.0 26.6 11.5 66.0 100.0 30.1 69.9 玉川会社
入新井町 703,700 66.3 7.6 6.7 19.3 85.6 100.0 97.7 2.3 玉川会社 調査中
大井町 596,300 59.5 14.1 7.4 18.9 78.5 95.7 60.3 35.4 玉川会社 調査中
大森町 601,200 39.4 18.3 7.9 16.6 16.6 17.8 57.2 100.0 62.1 37.9 玉川会社 調査中
蒲田町 484,660 57.6 9.3 33.1 90.7 100.0 57.6 42.4 玉川会社 調査中
六郷町 173,840 43.1 4.7 52.2 95.3 100.0 43.1 56.9 玉川会社
羽田町 270,300 44.4 55.6 100.0 74.1 7.4 66.7 25.9 有隣生命 玉川会社 調査中
郡計 9,478,304 57.7 3.8 7.7 1.0 9.9 5.7 4.5 13.9 71.5 89.2 58.7 30.4 0.6 10.0 

豊多摩郡 大久保町 1,019,500 16.7 26.4 46.5 10.5 27.1 100.0 48.6 51.4 町営（東京市分水）実施
戸塚町 843,400 22.2 41.4 19.9 19.9 11.9 34.1 100.0 40.4 59.6 町営（東京市分水）調査中
落合町 306,000 100.0 100.0 100.0 100.0 荒玉組合
淀橋町 1,124,679 31.8 53.0 15.2 47.0 90.8 33.3 57.6 9.2 名古屋銀行 町営（東京市分水）調査中
渋谷町 6,946,475 6.5 53.9 32.8 4.3 4.3 2.5 9.0 82.9 19.9 62.7 0.3 17.1 千代田生命 町営 調査中
代々幡町 1,415,400 52.2 44.0 3.8 56.0 100.0 59.8 40.2 町営 調査中
千駄ヶ谷町 681,300 91.4 8.6 8.6 100.0 54.3 45.7 町営（東京市分水）調査中
中野町 746,100 71.0 29.0 100.0 69.2 40.2 29.0 30.8 日本生命 荒玉組合 調査中
野方町 482,700 90.0 10.0 100.0 100.0 77.5 22.5 荒玉組合
和田掘町 257,800 100.0 100.0 100.0 71.0 26.7 2.3 荒玉組合
杉並町 692,050 78.3 21.7 100.0 100.0 67.5 32.5 荒玉組合
井荻町 467,400 57.8 42.2 57.8 100.0 47.6 52.4 町営・工事中
高井戸町 91,000 100.0 100.0 100.0 100.0 
郡計 15,073,804 28.8 42.5 3.1 15.1 3.1 3.1 7.2 35.9 89.9 38.2 51.6 0.2 10.1 

北豊島郡 南千住町 465,200 27.5 72.5 100.0 100.0 13.9 86.1 江戸川組合 実施・組合
三河島町 916,799 68.8 31.2 100.0 100.0 27.3 68.9 3.8 江戸川組合 実施・組合
尾久町 1,277,500 43.8 46.5 9.7 53.5 100.0 72.5 27.5 江戸川組合 実施
日暮里町 523,000 77.6 4.6 3.6 81.2 100.0 14.2 85.8 江戸川組合 実施・組合
滝野川町 1,223,900 93.9 6.1 100.0 100.0 47.2 52.8 荒玉組合 調査中
巣鴨町 872,000 26.7 59.1 14.3 40.9 96.1 81.8 14.3 荒玉組合 実施
西巣鴨町 772,300 75.7 6.1 18.2 93.9 48.2 17.1 31.1 51.8 千代田・片倉生命 荒玉組合 実施
王子町 1,039,090 52.1 16.7 3.8 27.4 79.5 100.0 41.6 58.4 荒玉組合 実施
岩淵町 377,100 66.6 9.4 24.0 90.6 100.0 54.9 45.1 荒玉組合 調査中
志村 68,500 100.0 100.0 100.0 80.3 19.7  
板橋町 579,500 92.3 7.7 100.0 79.3 48.3 31.0 20.7 千代田生命 荒玉組合 調査中
高田町 1,043,700 47.3 37.6 15.1 62.4 100.0 33.4 66.6 荒玉組合 実施
長崎町 279,996 74.8 17.3 92.0 100.0 30.0 70.0 荒玉組合
中新井村 70,000 100.0 100.0 100.0 85.7  14.3 
上板橋村 25,300 100.0 100.0 100.0 100.0 
練馬町
上練馬村 32,000 100.0 100.0 100.0 100.0 
赤塚村 16,000 100.0 100.0 100.0 100.0 
石神井村 145,900 75.7 24.3 75.7 100.0 64.4 24.3 11.3 
大泉村 45,100 100.0 100.0 100.0 
郡計 9,772,885 61.6 17.1 0.7 1.7 18.0 79.5 94.3 44.0 49.7 0.6 5.3 

南足立郡 千住町 2,147,800 30.9 54.9 8.4 8.4 5.8 36.7 100.0 62.6 37.4 江戸川組合 実施
西新井町 127,500 100.0 100.0 100.0 100.0 
江北村 29,700 100.0 100.0 100.0 100.0 
舎人村
梅島町 155,392 87.6 12.4 100.0 85.2 34.8 50.4 14.8 
綾瀬村 25,700 100.0 100.0 100.0 100.0 
東淵江村 15,500 90.3 9.7 100.0 100.0 90.3 9.7 
花畑村 39,300 100.0 100.0 100.0 100.0 
淵江村 53,449 94.2 5.8 100.0 38.3 38.3 61.7 
伊興村 47,000 36.2 63.8 63.8 36.2 100.0 14.9 63.8 21.3 
郡計 2,641,341 38.2 44.6 8.0 8.0 9.2 47.4 97.9 58.5 39.0 0.4 2.1 

南葛飾郡 小松川町 765,469 73.3 13.3 13.3 13.4 86.7 83.7 44.7 39.0 16.3 江戸川組合 調査中
松江町 135,700 70.9 29.1 100.0 100.0 70.9 29.1 
葛西村 107,700 72.0 9.3 18.8 90.7 100.0 55.7 44.3 
瑞江村 6,000 100.0 100.0 100.0 100.0 
鹿本村 33,000 60.6 39.4 100.0 39.4 39.4 60.6 
篠崎村 52,000 100.0 100.0 42.3 23.1 19.2 
小岩町 218,000 100.0 100.0 89.4 26.6 45.8 17.0 10.6 
金町 85,000 100.0 100.0 100.0 100.0 
水元村 30,000 100.0 100.0 100.0 100.0 
新宿町 40,000 100.0 100.0 100.0 100.0 
奥戸町 78,000 100.0 100.0 100.0 30.8 69.2 
吾嬬町 1,303,981 79.8 20.2 100.0 83.3 32.0 51.3 16.7 三井信託 江戸川組合 調査中
本田町 270,800 56.9 21.7 78.6 100.0 58.3 41.7 
亀青村 71,000 100.0 100.0 100.0 84.5 15.5 
南綾瀬町 208,400 98.8 1.2 100.0 100.0 98.8 1.2 
隅田町 361,440 52.1 47.9 100.0 100.0 52.1 47.9 江戸川組合 調査中
寺島町 1,059,400 83.3 4.7 4.7 7.2 90.6 100.0 57.7 42.3 江戸川組合 調査中
亀戸町 543,200 62.6 37.4 100.0 100.0 62.6 37.4 江戸川組合 調査中
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う。都市化の進展に伴い，小学校建築費だけでな

く社会資本整備のための起債を拡大する町が増加

していたのである。逆に起債額 10 万円未満の 24

町村では，水道については公営水道がなく，荏原

郡玉川村が玉川水道会社の供給を受けているのみ

であり，下水道の実施・申請中・申請準備中・調

査中の町村もなかった。このように市域拡張時の

隣接五郡では，都市化の進展程度の差により財政

内容に町村間の格差が生じていたのである。

　借入先については，公募は確認できず，すべて

公的資金や民間金融機関などからの借入金だっ

た。公的資金のうち大蔵省預金部については，六

大都市以外の市町村に対して直接貸付を始めたの

は 1932 年 12 月だった14。従って，隣接五郡の町

村・町村組合に対する預金部の貸付は，すべて東

京府・日本勧業銀行・東京府農工銀行経由による

転貸（間接貸付）だったが，その場合の借入先は

東京府など町村・町村組合が直接借り入れた機関

しか判明しない場合が多い。そこで「明細表」の

借入先欄については，直接借り入れた機関を記載

し，原資が預金部資金であることが確認できたも

のに（＊）を付けた。そして表３・４の作成では，

確認できた事例などから預金部の転貸を以下の方

法で推計した。勧銀・農工銀行からの借入につい

ては，金利が年利 6.5％以下のものを預金部転貸，

７％以上を勧銀・農工銀行の自己資金と判断した。

一方東京府からの借入については，預金部以外の

資金と確認できるのは，小学校建築費のなかで東

京府教育資金からの借入と明記されているものだ

けである。これは政府が 1898（明治 31）年度に

日清戦争賠償金 1000 万円で教育基金特別会計を

設置した上で，その利子収入から毎年度学齢児童

数に応じて道府県に配当し，道府県は教育資金特

別会計を設置して市町村立小学校の建築費などに

年利５％で貸し付けるというものだった15。そこ

で，年利５％の小学校建築費のうち預金部転貸と

確認できるもの以外は東京府教育資金に，その他

は他の費目を含めて預金部転貸に算入した。

　借入先の比率を見ると，公的資金が町村債・町

村組合債全体の 89％に達していたが，預金部が

53％，簡易保険局が 36％を占めており，東京府

教育資金は１％未満だった。預金部は，4031 万

円のうち水道費が 2411 万円と６割を占め，震災

関係が 571 万円，小学校建築費が 543 万円だった。

それに対し簡易保険局は，2748 万円のうち約半

額の 1414 万円が小学校建築費であり，水道費は

741 万円だった。預金部・簡易保険局がともに同

じ費目に対して貸し付けることは一般的だった

合　計
目的別比率 借入先別比率 

水　道 下水道小学校
A 水道 下水 衛生 土木

社会事業 震災
B A＋B

公的資金 勧農
自己

民間
金融 民間金融機関名

小計 住宅 小計 簡保 預金部 府教育
大島町 703,945 56.8 16.1 27.1 83.9 91.5 32.0 59.5 8.5 帝国生命 江戸川組合 調査中
砂町 350,500 89.3 10.7 100.0 89.2 34.2 55.0 10.8 片倉生命 江戸川組合 調査中
郡計 6,423,535 75.5 0.8 0.2 4.1 1.6 18.5 94.0 92.0 47.7 43.6 0.7 2.6 4.9 

五郡町村 合計 43,389,869 50.0 15.6 9.5 0.4 7.4 3.8 2.8 12.9 62.8 91.5 46.6 44.6 0.3 0.6 7.6 
病院組合 荏原郡 341,200 100.0 100.0 100.0 

豊多摩 675,000 22.8 77.2 77.2 100.0 63.0 37.0 
豊島 600,000 100.0 100.0 63.3 36.7 
千住町外
南葛飾 180,000 100.0 100.0 100.0 
東部隔離
病院組合計 1,796,200 71.0 29.0 29.0 100.0 73.8 26.2 

下水道組合 東部 816,000 100.0 100.0 100.0 
水道組合 荒玉 16,930,000 100.0 71.2 26.1 45.1 28.8 千代田生命

江戸川 13,654,800 100.0 99.3 11.0 88.3 0.7 川崎第百銀行
水道組合計 30,584,800 100.0 83.7 19.4 64.4 16.3 

全組合 合計 33,197,000 92.1 2.5 3.8 1.6 1.6 85.0 21.8 63.2 15.0 
総計 76,586,869 28.3 48.8 6.4 1.9 4.2 2.2 1.6 8.0 36.3 88.7 35.9 52.6 0.2 0.4 10.8 

出典　資料「隣接五郡町村債・町村組合債明細表」，『東京市市域拡張ニ関スル調査書』。
注　　 目的別比率については，借替の処理と各項目の費目は表 3に同じ。各項目の合計が 100%にならない 5町（池上町・戸塚町・日暮里町・長崎町・本田町）には，費目不明の

借替債がある。
　　　借入先比率については，各項目の合計が 100%にならない 3町村のうち，大井町・篠崎村には借入先が同愛記念病院財団，巣鴨町には借入先が個人の町村債がある。
　　　水道は 1932 年 1 月現在。下水道は 1930 年度末現在，「実施」には事業認可申請中・申請準備中を含む。
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が，震災関係の 95％は預金部が担当しており，

水道費も預金部が簡易保険局の３倍以上だったの

に対し，小学校建築費は簡易保険局が預金部の３

倍近くを供給していたのである。金利については，

預金部がほとんど年利 4.2～5.9％だったのに対

し，簡易保険局は小学校建築費・水道費の６～

6.5％を始め 5.4％以上が一般的であり，預金部よ

りも高水準だったが，社会事業関係では 4.8％の

場合が多かった。

　一方，民間金融機関からの借入金は 828 万円で

起債額全体の 11％だった。13 町村・２組合が小

学校建築費・水道費・土木関係（７割の 583 万円

が水道費）を，都市銀行・信託会社・生命保険会

社・信用組合から調達しており，四大財閥系（三

菱銀行・三井信託）や五大生保 （日本・千代田・

帝国生命保険）も利用していた。とくに荏原郡品

川町と北豊島郡西巣鴨町は，民間金融機関が起債

額の 50％以上を占めていた。金利は年利 5.7％が

１件，他は６～７％であり，公的資金よりも高利

の場合が多かったが，簡易保険局よりも低利で調

達できた事例もあった。渋谷町では 1930 年度に

千代田生命から 6.4％で 13 万円を借り入れていた

が，1928～31 年度の渋谷町の道路改良費のなか

では，預金部の 4.8～5.4％より高かったが，簡易

保険局の 6.5％よりは低かった。また簡易保険局

の金利が６％以上だった小学校建築費では，豊多

摩郡淀橋町が 1931 年度に名古屋銀行から 5.7％で

10 万円を調達していたのである。それに対し，

勧銀・農工銀行の自己資金は６町村が利用してい

たが，起債額全体の１％未満であり，金利も 7.1

～7.6％と民間金融機関よりも高かった。

おわりに

　以上のように，市域拡張直前の隣接五郡では，

都市化が進展するなかで町村財政が膨張して町村

債・町村組合債が累積していた。都市化の進展程

度の差から町村間の格差を伴いながらも，小学校

だけでなく社会資本整備のための起債が増加して

いたのである。この膨大な資金は，主として預金

部・簡易保険局など公的資金から調達していたが，

民間金融機関も 11％を供給しており，その金利

は勧銀・農工銀行の自己資金より低く，簡易保険

局より低利の場合もあった。

　ただこうした民間金融機関の評価については，

留保が必要である。資金供給額の面では，民間金

融機関は起債額全体の 11％という比率よりも大

きな役割を果たしていた。実は事業開始時点では

十分な公的資金が確保できない場合が多かったた

め，町村・町村組合は取り敢えず民間金融機関や

勧銀・農工銀行の自己資金から不足分を調達して

着手し，公的資金を確保した時点で低利借替を実

施していたからである。たとえば，江戸川上水組

合は 1922～27 年度に安田銀行から年利 8.4％で

587 万円，三井信託から８％で 200 万円を借り入

れていたが，1927 年度に預金部資金で借り換え

ていた16。一方，民間金融機関の金利については，

「明細表」では７％以下の起債しかないが，31

年度末までに償還を終了したものや 32 年度起債

のものには，上記の江戸川上水組合以外にも 7.5％

以上のものが確認できる17。結局，公的資金が中

心であっても，不足分の調達のために民間金融機

関に依存する必要があったが，その際には高利を

余儀なくされることもあったのである。このよう

な問題を検討するには，1931 年度末という一時

点を横断的に分析するだけでは眼界があり，時系

列に沿った縦断的な分析が不可欠である。今後の

課題としたい。
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注

１　東京都財政史研究会『東京都財政史』中巻（東京
都，1969 年）363～365 頁。
２　最近の研究として，大石嘉一郎・金澤史男編『近
代日本都市史研究　地方都市からの再構成』（日本
経済評論社，2003 年），高寄昇三『大正地方財政史』
上巻・下巻（公人の友社，2008～2009 年）などが
ある。
３　高嶋雅明「都市的発展と地方財政‐戦間期大阪
府下の町村を中心として」（安藤精一ほか編『近世
近代の歴史と社会』清文堂出版，2009 年）は，
1925（大正 14）年の大阪市域拡張後の郡部につい
て佐野町を中心に，都市的発展による町村財政の特
徴を検討しているが，町村債への言及は限られてい
る。
４　雄松堂刊行のマイクロフィルム版を使用。
５　『東京市市域拡張ニ関スル調査書』（東京市が
1932 年に作成と推定）385～387 頁。北豊島郡東部
下水道組合には日暮里・三河島・南千住町，荏原郡
病院・豊多摩病院・豊島病院（北豊島郡）・千住町
外九ケ村（南足立郡）・南葛飾病院組合には各郡の
全町村，東部隔離組合（北豊島郡）には日暮里・三
河島・尾久・南千住町が参加していた。
６　全国の町村財政の数値は，内務省『地方財政概要』
各年版，内務省『内務省統計報告』各年版，大蔵省
昭和財政史編集室『昭和財政史』第 14 巻（東洋経
済新報社，1954 年）に依拠。
７　東京市役所『東京市隣接町村現状調査』第二編財
政（1931 年，明治学院大学図書館所蔵），第二編財
政（続）（1932 年，東京都公文書館所蔵「金子吉衛
資料」6-6 所収）。

８　全国の数値は総歳出入のため厳密には比較できな
いが，大勢は検討できると判断した。
９　前掲『東京市市域拡張ニ関スル調査書』299～
300，312～314 頁。各町村の水道・下水道の状況は
表４を参照。
10　『編入町村財産及負債調』（東京市が 1932 年に作
成と推定，東京都立中央図書館所蔵，資料
ID1127288327）。なお東京都立中央図書館の opac
には，資料名が『編入町村財政及負債調』と誤入力
されている。
11　たとえば，荏原郡大崎町の小学校建築費のうち，
簡易保険局から借り入れた年利 6.5％の町債は，
1925・26・27 年度起債の合計額（起債額 22 万 8000
円，未償還額 14 万 3631 円）が記載されている。
12　『市域拡張関係書類　市長事務引継書』1932～33
年（東京都公文書館所蔵，市昭和８-99～112）。
13　借替のための起債と確認できたものも，借替前の
費目が判明する限りその費目に加算した。また小学
校震災応急施設費など小学校関係の震災対策費は，
震災関係に算入した。
14　大蔵省理財局資金課『大蔵省預金部史』1964 年，
332 頁。
15　国立教育研究所『日本近代教育百年史』第２巻，
1973 年，103～104 頁。
16　東京府江戸川上水町村組合『江戸川上水道誌』
1928 年，517～528 頁。
17　前掲『市域拡張関係書類　市長事務引継書』，東
京市役所『隣接五郡に於ける上水道に関する調査』
1932 年（『日本近代都市社会調査資料集成２　東京
市・府社会調査報告書』42・43 巻，近現代資料刊
行会，1995 年），麻島昭一『本邦生保資金運用史』（日
本経済評論社，1991 年）121～136，453～470 頁など。
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資料・隣接五郡町村債・町村組合債明細表（単位：％，円）
荏原郡

目的 起債年度 借入先 年利 起債額 未償還額 償還終了年度

品川町 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 267,000 200,004 1934 年度
小学校建築費借替 1931 年度 簡易保険局 6.0 45,200 34,868 1937 年度
道路拡張費 1931 年度 簡易保険局 6.5 109,800 102,657 1941 年度
埋立土地費 1928 年度 品川信用組合 7.0 100,000 78,000 1934 年度
埋立土地費 1928 年度 三菱銀行品川支店 7.0 600,000 600,000 1934 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 0.0 1,500 1,500 未定
小学校震災応急施設費借替 1931 年度 東京府 4.8 50,000 50,000 1952 年度
災害応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 6,500 6,500 1948 年度
町計 1,180,000 1,073,529 

大崎町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 48,000 … 1948 年度
小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 150,000 … 1948 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 30,000 … 1935 年度
　上記 aの 3件小計 228,000 143,631 
小学校建築費 1929 年度 日本勧業銀行 5.3 40,000 32,815 1935 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 63,600 62,442 1948 年度
下水道改良費 1924 年度 日本勧業銀行 5.4 28,400 12,275 1933 年度
下水道改良費 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 65,000 65,000 1949 年度
下水道改良費 b 1925 年度 簡易保険局 5.4 100,000 … 1948 年度
下水道改良費 b 1926 年度 簡易保険局 5.4 40,000 … 1948 年度
下水道改良費 b 1927 年度 簡易保険局 5.4 50,000 … 1948 年度
下水道改良費 b 1927 年度 簡易保険局 5.4 20,000 … 1948 年度
下水道改良費 b 1928 年度 簡易保険局 5.4 50,000 … 1948 年度
下水道改良費 b 1929 年度 簡易保険局 5.4 30,000 … 1933 年度
下水道改良費 b 1930 年度 簡易保険局 5.4 40,000 … 1949 年度
下水道改良費 b 1931 年度 簡易保険局 5.4 40,000 … 1949 年度
　上記 bの 8件小計 370,000 332,114 
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 50,000 50,000 1952 年度
町計 845,000 698,277 

目黒町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 80,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1935 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 70,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1929 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1938 年度
　上記 aの 6件小計 500,000 317,940 
小学校建築費 1931 年度 簡易保険局 6.0 34,700 34,700 1950 年度
小学校建築費 1931 年度 鴻池信託 6.0 80,000 80,000 1940 年度
町営住宅建築費 1926 年度 簡易保険局 5.4 80,000 64,068 1945 年度
町営住宅建築費 1926 年度 東京府 5.6 50,000 34,019 1940 年度
町営住宅建築費 1926 年度 東京府 4.8 50,000 38,942 1944 年度
水道敷設費 1926 年度 東京府農工銀行（＊） 5.9 25,800 13,776 1936 年度
水道敷設費借替 1927 年度 日本勧業銀行（＊） 5.3 338,893 201,204 1936 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 50,000 50,000 1952 年度
役場庁舎震災応急施設費 1923 年度 東京府 5.0 5,000 5,000 1929 年度
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目的 起債年度 借入先 年利 起債額 未償還額 償還終了年度

歳入欠陥補填費 1923 年度 東京府 5.0 2,200 2,200 1929 年度
町計 1,216,593 841,849 

世田谷町 小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 180,000 … 1937 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 20,000 … 1937 年度
　上記 aの 2件小計 200,000 176,610 
小学校建築費 b 1929 年度 簡易保険局 6.0 100,000 … 1938 年度
小学校建築費 b 1930 年度 簡易保険局 6.0 42,000 … 1939 年度
小学校建築費 b 1931 年度 簡易保険局 6.0 70,000 … 1940 年度
　上記 bの 3件小計 212,000 201,930 
小学校建築費 1930 年度 東京府農工銀行 4.8 78,000 78,000 1939 年度
小学校建築費 1931 年度 東京府農工銀行 4.8 70,000 70,000 1941 年度
町営住宅建築費 c 1926 年度 東京府（＊） 6.5 3,019 … 1941 年度
町営住宅建築費 c 1926 年度 東京府（＊） 5.6 11,981 … 1941 年度
町営住宅建築費 c 1926 年度 東京府（＊） 4.8 35,000 … 1941 年度
町営住宅建築費 c 1927 年度 東京府（＊） 6.5 5,641 … 1941 年度
町営住宅建築費 c 1927 年度 東京府（＊） 5.6 29,359 … 1941 年度
町営住宅建築費 c 1927 年度 東京府（＊） 4.8 35,000 … 1941 年度
　上記 cの 6件小計 120,000 90,493 
町計 680,000 617,033 

松沢村 小学校建築費 1926 年度 簡易保険局 6.5 45,000 45,000 1934 年度
小学校建築費 1926 年度 日本勧業銀行 7.5 55,000 43,475 1934 年度
村計 100,000 88,475 

荏原町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 35,000 … 1945 年度
小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 230,000 … 1946 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 125,000 … 1946 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 125,000 … 1946 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 60,000 … 1937 年度
　上記 aの 5件小計 575,000 346,265 
小学校建築費 b 1930 年度 簡易保険局 6.0 100,000 1939 年度
小学校建築費 b 1930 年度 簡易保険局 6.0 100,000 1939 年度
　上記 bの 2件小計 200,000 182,668 
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 50,000 50,000 1952 年度
震災復旧土木費 1926 年度 東京府 5.0 12,100 12,100 1958 年度
町計 837,100 591,033 

碑衾町 小学校建築費 1925 年度 簡易保険局 6.5 30,000 11,938 1934 年度
小学校建築費 1927 年度 簡易保険局 6.5 120,000 61,763 1935 年度
小学校建築費 a 1929 年度 簡易保険局 6.0 30,000 … 1938 年度
小学校建築費 a 1931 年度 簡易保険局 6.0 80,000 … 1940 年度
　上記 aの 2件小計 110,000 104,623 
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 12,000 12,000 1952 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 92,400 92,400 1958 年度
町計 364,400 282,724 

玉川村 小学校建築費 1927 年度 日本生命保険 7.0 15,000 3,427 1932 年度
小学校建築費 1931 年度 東京府（＊） 4.8 29,000 29,000 1940 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 25,000 25,000 1952 年度
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目的 起債年度 借入先 年利 起債額 未償還額 償還終了年度

村計 69,000 57,427 

駒沢町 小学校建築費 a 1923 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1932 年度
小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 40,000 … 1934 年度
小学校建築費借替 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 43,500 … 1932 年度
小学校建築費借替 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 55,200 … 1934 年度
　上記 aの 4件小計 188,700 40,163 
小学校建築費 1929 年度 日本勧業銀行 5.4 40,000 32,690 1938 年度
小学校建築費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 18,000 16,358 1939 年度
小学校費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 23,300 20,213 1934 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 20,000 20,000 1952 年度
公立学校震災応急施設費 1925 年度 東京府 5.0 25,800 25,800 1958 年度
町計 315,800 155,224 

馬込町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1936 年度
　上記 aの 2件小計 150,000 73,960 
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 43,000 39,272 1939 年度
小学校建築費借替 1927 年度 東京府農工銀行 5.8 11,000 5,305 1934 年度
失業救済農山漁村臨時対策資金 1931 年度 東京府 4.2 7,000 7,000 1941 年度
町計 211,000 125,537 

東調布町 小学校建築費 1926 年度 簡易保険局 6.5 50,000 31,277 1935 年度
小学校建築費 1930 年度 東京府農工銀行 4.8 27,000 27,000 1937 年度
小学校建築費 1931 年度 東京府農工銀行 4.8 50,000 50,000 1940 年度
小学校建築費借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 17,300 17,300 1935 年度
町営住宅建築費 1926 年度 東京府 6.5 359 318 1940 年度
町営住宅建築費 1926 年度 東京府 5.6 14,642 9,751 1940 年度
町営住宅建築費 1926 年度 東京府 4.8 35,000 26,456 1944 年度
町計 194,300 162,102 

矢口町 小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 90,000 … 1937 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 20,000 … 1938 年度
　上記 aの 2件小計 110,000 80,022 
小学校建築費 1928 年度 千代田生命保険 6.5 80,000 72,092 1937 年度
町営住宅建築費 1926 年度 東京府 4.8 45,000 37,061 1944 年度
町営住宅建築費 1926 年度 東京府 6.5 15,000 11,818 1941 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 24,500 24,500 1958 年度
役場及道路震災復旧費 1926 年度 東京府 5.0 12,100 12,100 1958 年度
町計 286,600 237,593 

池上町 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 105,000 46,326 1937 年度
小学校建築費 1929 年度 日本勧業銀行 5.4 75,000 70,017 1937 年度
小学校建築費 1931 年度 東京府農工銀行 4.8 50,000 50,000 1940 年度
町営住宅建築費 1927 年度 東京府（＊） 6.5 2,517 527 1944 年度
町営住宅建築費 1927 年度 東京府（＊） 5.6 12,484 12,484 1942 年度
町営住宅建築費 1927 年度 東京府（＊） 4.8 25,000 22,548 1942 年度
失業救済事業資金 1931 年度 東京府 4.2 52,610 52,610 1949 年度
高利債借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 25,900 25,900 1937 年度
町計 348,511 280,412 
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目的 起債年度 借入先 年利 起債額 未償還額 償還終了年度

入新井町 小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 80,000 … 1933 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 204,600 … 1937 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 110,000 … 1937 年度
　上記 aの 3件小計 394,600 264,195 
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 72,000 72,000 1937 年度
排水路下水道改修費 b 1928 年度 簡易保険局 5.4 35,000 … 1933 年度
排水路下水道改修費 b 1929 年度 簡易保険局 5.4 18,800 … 1932 年度
　上記 bの 2件小計 53,800 21,731 
塵芥焼却場建築費 1928 年度 簡易保険局 5.4 47,300 35,650 1938 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 13,000 13,000 1952 年度
小学校災害復旧費 1931 年度 簡易保険局 6.0 120,000 120,000 1940 年度
土木震災応急施設費 1923 年度 東京府 5.0 3,000 3,000 1952 年度
町計 703,700 529,576 

大井町 小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 165,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 75,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1929 年度 簡易保険局 6.5 75,000 … 1937 年度
　上記 aの 3件小計 315,000 172,130 
小学校建築費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 40,000 40,000 1939 年度
道路改良費 1927 年度 日本勧業銀行 5.4 58,300 48,985 1939 年度
道路改良費 1928 年度 同愛記念病院財団 6.7 25,700 21,819 1939 年度
質屋貸付資金 b 1931 年度 簡易保険局 4.8 10,500 … 1949 年度
質屋貸付資金 b 1931 年度 簡易保険局 4.8 33,900 … 1949 年度
　上記 bの 2件小計 44,400 34,400 
避難児童収容校舎建築費 1923 年度 東京府 4.8 80,000 80,000 1952 年度
小学校以外震災応急施設費 1924 年度 東京府 5.0 1,000 1,000 1958 年度
震災復旧費 1926 年度 東京府 5.0 30,300 30,300 1958 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 1,600 1,600 1948 年度
町計 596,300 430,234 

大森町 小学校建築費借替 1927 年度 簡易保険局 6.5 39,400 21,897 1934 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 55,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1929 年度 簡易保険局 6.5 69,000 … 1939 年度
　上記 aの 2件小計 124,000 91,272 
小学校建築費 b 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 42,500 … 1939 年度
小学校建築費 b 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 30,800 … 1940 年度
　上記 bの 2件小計 73,300 69,423 
溝渠（下水道）改築費 1927 年度 簡易保険局 5.4 110,000 96,268 1947 年度
河川護岸改築費 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 47,500 45,822 1948 年度
町営住宅建築費 1924 年度 簡易保険局 4.8 100,000 75,112 1945 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 70,000 70,000 1952 年度
震災応急復旧費 1924 年度 東京府 5.0 22,000 22,000 1958 年度
震災応急復旧費 1925 年度 東京府 5.0 15,000 15,000 1958 年度
町計 601,200 506,794 

蒲田町 小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 179,000 … 1946 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1937 年度
　上記 aの 2件小計 279,000 233,786 
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目的 起債年度 借入先 年利 起債額 未償還額 償還終了年度

塵芥焼却場建築費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 45,000 45,000 1938 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 90,660 90,660 1957 年度
震災復旧土木費 1925 年度 東京府 5.0 39,700 39,700 1957 年度
震災復旧土木費 1926 年度 東京府 5.0 30,300 30,300 1957 年度
町計 484,660 439,446 

六郷町 小学校建築費 1927 年度 簡易保険局 6.5 25,000 15,635 1936 年度
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 50,000 45,649 1938 年度
失業救済土木費 1931 年度 東京府 4.2 8,140 8,140 1952 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 65,700 65,700 1953 年度
小学校震災復旧費 1924 年度 東京府 5.0 22,500 22,500 1958 年度
震災復旧土木費 1925 年度 東京府 5.0 2,500 2,500 1958 年度
町計 173,840 160,124 

羽田町 小学校建築費 1918 年度 東京府農工銀行 6.5 30,000 7,130 1932 年度
小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 20,000 13,553 1935 年度
小学校建築費 1929 年度 有隣生命保険 6.5 70,000 60,870 1937 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 70,000 70,000 1951 年度
小学校震災復旧費 1924 年度 東京府 5.0 30,600 30,600 1958 年度
震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 24,000 24,000 1958 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 15,600 15,600 1948 年度
震災ニ因ル歳入欠陥補填 1924 年度 東京府 5.0 10,100 10,100 1959 年度
町計 270,300 231,853 

郡計 9,478,304 7,509,242 
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大久保町 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 50,000 36,410 1937 年度
小学校建築費 1931 年度 簡易保険局 6.0 120,000 120,000 1940 年度
下水道築造費 1929 年度 東京府農工銀行 5.4 78,100 78,100 1947 年度
下水道築造費 1929 年度 東京府農工銀行 5.4 70,700 70,700 1947 年度
下水道築造費 1930 年度 簡易保険局 5.4 325,000 325,000 1947 年度
水道敷設費 1928 年度 東京府農工銀行 5.4 141,000 … 1945 年度
水道敷設費 1929 年度 東京府農工銀行 5.4 128,000 … 1945 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 22,000 22,000 1952 年度
震災復旧土木費 1926 年度 東京府 5.0 10,900 10,900 1958 年度
道路下水道応急施設費 1930 年度 東京府 4.8 41,800 41,800 1948 年度
震災ニ因ル歳入欠陥補填 1923 年度 東京府 5.0 32,000 32,000 1958 年度
町計 1,019,500 999,975 

戸塚町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 77,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 110,000 … 1937 年度
　上記 aの 2件小計 187,000 71,723 
町営住宅建築費 1919 年度 簡易保険局 4.8 35,000 6,449 1934 年度
町営住宅建築費 1919 年度 東京府 4.8 63,000 16,368 1935 年度
町営住宅建築費 1921 年度 東京府 4.8 70,000 29,030 1936 年度
水道敷設費 1928 年度 簡易保険局 6.5 118,400 75,137 1945 年度
水道敷設費 1930 年度 東京府農工銀行 4.8 108,500 108,500 1947 年度
水道敷設費 1930 年度 東京府（＊） 4.2 87,800 87,800 1947 年度
水道敷設費高利債借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 34,200 33,383 1945 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 6,500 6,500 1952 年度
震災復旧費 1926 年度 東京府 5.0 6,100 6,100 1957 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 1,800 1,800 1948 年度
住宅震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 17,000 17,000 1948 年度
住宅歳入欠陥補填 1923 年度 東京府 5.0 16,000 16,000 1958 年度
歳入欠陥補填費 1923 年度 東京府 5.0 53,000 53,000 1957 年度
高利債借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 39,100 36,518 1937 年度
町計 843,400 565,308 

落合町 小学校建築費 1926 年度 簡易保険局 6.5 136,000 70,148 1935 年度
小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.0 50,000 31,753 1934 年度
小学校建築費 1931 年度 簡易保険局 6.0 120,000 120,000 1940 年度
町計 306,000 221,901 

淀橋町 小学校建築費 1926 年度 簡易保険局 6.5 224,000 62,639 1934 年度
小学校建築費 1931 年度 名古屋銀行 5.7 103,279 103,279 1949 年度
小学校建築費借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 30,700 30,700 1934 年度
水道敷設費 a 1924 年度 日本勧業銀行 5.4 28,000 … 1942 年度
水道敷設費 a 1928 年度 日本勧業銀行 5.4 196,800 173,657 1945 年度
水道敷設費 a 1928 年度 日本勧業銀行 5.4 165,300 145,861 1945 年度
　上記 aの 3件小計 390,100 341,328 
水道敷設費 1927 年度 簡易保険局 6.5 150,000 128,682 1945 年度
水道敷設費借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 55,500 55,500 1945 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 23,000 23,000 1952 年度
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震災復旧土木費 1926 年度 東京府 5.0 12,800 12,800 1958 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 17,900 17,900 1953 年度
震災歳入欠陥補填費 1923 年度 東京府 5.0 117,400 117,400 1958 年度
町計 1,124,679 893,228 

渋谷町 小学校建築費 1925 年度 東京府 5.0 20,000 6,527 1932 年度
小学校建築費 1931 年度 簡易保険局 6.0 10,400 10,400 1940 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 163,200 163,200 1940 年度
小学校建築費借替 1928 年度 日本勧業銀行 5.3 46,591 15,425 1932 年度
小学校建築費借替 1929 年度 千代田生命保険 6.1 149,450 60,291 1932 年度
小学校建築費借替 1929 年度 千代田生命保険 6.2 60,000 44,290 1936 年度
道路改良費 a 1928 年度 日本勧業銀行 5.4 49,000 … 1945 年度
道路改良費 a 1929 年度 日本勧業銀行 5.4 263,800 … 1945 年度
　上記 aの 2件小計 312,800 305,901 
道路改良費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 195,000 190,488 1945 年度
道路改良費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 239,700 239,700 1945 年度
道路改良費 b 1928 年度 東京府農工銀行 5.4 282,000 … 1945 年度
道路改良費 b 1929 年度 東京府農工銀行 5.4 294,000 … 1945 年度
道路改良費 b 1929 年度 東京府農工銀行 5.4 24,000 … 1945 年度
　上記 bの 3件小計 600,000 586,764 
道路改良費 c 1929 年度 簡易保険局 6.5 400,000 … 1945 年度
道路改良費 c 1930 年度 簡易保険局 6.5 399,000 … 1945 年度
　上記 cの 2件小計 799,000 543,176 
道路改良費 1930 年度 千代田生命保険 6.4 130,200 127,551 1945 年度
町営住宅建築費 1919 年度 東京府 4.8 250,000 129,947 1938 年度
町営住宅建築費 1920 年度 簡易保険局 4.8 50,000 26,067 1938 年度
水道敷設費 1920 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 150,000 99,274 1939 年度
水道敷設費 1920 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 150,000 99,274 1939 年度
水道敷設費 1921 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 50,000 34,621 1940 年度
水道敷設費 1922 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 100,000 69,241 1940 年度
水道敷設費 1922 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 50,000 34,621 1940 年度
水道敷設費 1923 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 50,000 34,621 1940 年度
水道敷設費 1924 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 150,000 99,274 1939 年度
水道敷設費借替 1927 年度 日本勧業銀行（＊） 5.3 1,509,100 1,207,477 1940 年度
水道敷設費借替 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.3 100,000 33,105 1932 年度
水道敷設費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 64,600 64,600 1942 年度
水道敷設費借替 1929 年度 千代田生命保険 6.2 847,334 718,032 1940 年度
水道敷設費 1931 年度 簡易保険局 6.0 526,000 526,000 1941 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 90,700 90,700 1958 年度
震災応急施設費 1924 年度 東京府 5.0 21,100 21,100 1958 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 13,300 13,300 1948 年度
歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 48,000 48,000 1958 年度
町計 6,946,475 5,642,969 

代々幡町 小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 190,200 … 1939 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 37,700 … 1938 年度
　上記 aの 2件小計 227,900 202,250 
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 295,000 286,342 1939 年度
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小学校建築費 1929 年度 日本勧業銀行 5.4 49,000 38,515 1937 年度
小学校建築費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 167,300 161,744 1939 年度
水道敷設費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 109,000 109,000 1950 年度
水道敷設費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 67,700 67,700 1950 年度
水道敷設費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 122,600 122,600 1949 年度
水道敷設費 1931 年度 簡易保険局 6.0 180,000 180,000 1949 年度
水道敷設費 1931 年度 簡易保険局 6.0 143,000 143,000 1949 年度
震災関係借替 1930 年度 東京府 4.8 7,900 7,900 1948 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 46,000 46,000 1958 年度
町計 1,415,400 1,365,051 

千駄ヶ谷町 水道敷設費 1924 年度 簡易保険局 6.5 100,000 86,770 1943 年度
水道敷設費 1925 年度 簡易保険局 6.5 21,000 18,222 1943 年度
水道敷設費 1927 年度 簡易保険局 6.5 84,800 21,400 1943 年度
水道敷設費 1928 年度 簡易保険局 6.5 164,300 51,775 1942 年度
水道敷設費 1927 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 81,400 81,400 1943 年度
水道敷設費借替 1931 年度 日本勧業銀行（＊） 5.0 107,900 104,372 1942 年度
水道敷設費借替 1931 年度 日本勧業銀行（＊） 5.0 63,400 63,400 1943 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 10,000 10,000 1952 年度
震災歳入欠陥補填費 1923 年度 東京府 5.0 48,500 48,500 1958 年度
町計 681,300 485,839 

中野町 小学校建築費 1925 年度 簡易保険局 6.5 120,000 47,872 1934 年度
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 180,000 180,000 1938 年度
小学校建築費 1926 年度 日本生命保険 6.8 230,000 230,000 1939 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 204,000 204,000 1952 年度
震災復旧土木費 1926 年度 東京府 5.0 12,100 12,100 1958 年度
町計 746,100 673,972 

野方町 小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 120,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 148,300 … 1941 年度
　上記 aの 2件小計 268,300 116,059 
小学校建築費 b 1929 年度 簡易保険局 6.0 76,000 … 1935 年度
小学校建築費 b 1930 年度 簡易保険局 6.0 30,000 … 1939 年度
　上記 bの 2件小計 106,000 80,997 
小学校建築費借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 60,000 57,793 1941 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 39,200 39,200 1958 年度
震災復旧土木費 1926 年度 東京府 5.0 9,200 9,200 1958 年度
町計 482,700 303,249 

和田掘町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 70,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 20,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 37,000 … 1936 年度
　上記 aの 3件小計 127,000 24,205 
小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.0 56,000 45,995 1939 年度
小学校建築費 1931 年度 東京府（＊） 4.8 34,000 34,000 1940 年度
小学校建築費 1931 年度 東京府教育資金 5.0 6,000 6,000 1940 年度
小学校建築費借替 1931 年度 東京府（＊） 5.0 11,700 11,700 1934 年度
小学校建築費借替 1931 年度 東京府（＊） 5.0 23,100 23,100 1936 年度
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町計 257,800 145,000 

杉並町 小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 88,850 … 1933 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 250,000 … 1943 年度
　上記 aの 2件小計 338,850 173,644 
小学校建築費 1931 年度 簡易保険局 6.0 128,000 128,000 1940 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 57,100 57,100 1952 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 93,100 93,100 1958 年度
小学校建築費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 75,000 72,804 1943 年度
町計 692,050 524,648 

井荻町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 90,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 82,400 … 1937 年度
　上記 aの 3件小計 222,400 93,189 
小学校建築費借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 47,700 43,879 1943 年度
水道敷設費 1930 年度 東京府農工銀行 4.8 107,200 107,200 1948 年度
水道敷設費 1931 年度 東京府農工銀行 4.8 90,100 90,100 1948 年度

467,400 334,368 

高井戸町 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 91,000 66,268 1937 年度

郡計 15,073,804 12,221,776 
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南千住町 小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.0 10,000 8,214 1938 年度
小学校建築費 1931 年度 簡易保険局 6.0 54,600 54,600 1940 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 63,400 63,400 1940 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府（＊） 4.8 10,000 10,000 1952 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府（＊） 5.0 109,500 109,500 1958 年度
役場道路等震災応急施設費 1924 年度 東京府（＊） 5.0 21,000 21,000 1958 年度
役場道路等震災応急施設費 1930 年度 東京府（＊） 4.8 33,600 33,600 1948 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府（＊） 5.0 90,800 90,800 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1925 年度 東京府（＊） 5.0 72,300 72,300 1958 年度
町計 465,200 463,414 

三河島町 小学校建築費 1924 年度 東京府 5.6 100,000 61,650 1941 年度
小学校建築費 1928 年度 東京府教育資金 5.0 10,000 8,413 1937 年度
小学校建築費 1930 年度 東京府教育資金 5.0 25,000 25,000 1939 年度
小学校建築費 1927 年度 簡易保険局 6.5 250,000 107,308 1936 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 62,100 62,100 1936 年度
小学校建築費 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 100,000 84,346 1937 年度
小学校建築費 1930 年度 東京府農工銀行 4.8 65,000 58,159 1938 年度
下水道敷設費 1926 年度 東京府農工銀行 5.9 6,000 4,546 1941 年度
下水道敷設費借替 1929 年度 日本勧業銀行（＊） 5.8 12,899 10,766 1941 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 34,100 34,100 1952 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 7,900 7,900 1948 年度
震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 55,000 55,000 1958 年度
震災復旧費（下水道） 1926 年度 東京府 5.0 30,300 30,300 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1923 年度 東京府 5.0 80,200 80,200 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 78,300 78,300 1958 年度
町計 916,799 708,088 

尾久町 小学校建築費 1924 年度 東京府 5.6 130,000 76,310 1941 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 45,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1929 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1935 年度
　上記 aの 2件小計 145,000 115,207 
小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.0 115,000 104,993 1938 年度
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 72,000 72,000 1939 年度
小学校建築費 1930 年度 東京府農工銀行 4.8 98,000 89,061 1939 年度
下水道敷設費 1928 年度 簡易保険局 5.4 81,500 81,500 1951 年度
下水道敷設費 1928 年度 簡易保険局 5.4 149,300 149,300 1951 年度
下水道敷設費 1929 年度 簡易保険局 5.4 199,500 199,500 1951 年度
下水道敷設費 1930 年度 簡易保険局 5.4 163,700 163,700 1951 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 39,300 39,300 1952 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 18,600 18,600 1948 年度
震災道路復旧費 1924 年度 東京府 5.0 21,300 21,300 1958 年度
震災道路復旧費 1926 年度 東京府 5.0 30,300 30,300 1958 年度
歳入欠陥補填費 1923 年度 東京府 5.0 14,000 14,000 1958 年度
町計 1,277,500 1,175,071 

日暮里町 小学校建築費・焼跡整理 1926 年度 東京府 5.6 350,000 256,400 1942 年度
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目　的 起債年度 借入先 年利 起債額 未償還額 償還終了年度

小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 56,000 56,000 1940 年度
塵芥焼却場建築費 1926 年度 東京府農工銀行 5.9 7,200 6,563 1934 年度
塵芥焼却場建築費 1927 年度 東京府農工銀行 5.8 16,800 15,338 1944 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 6,300 6,300 1952 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 3,700 3,700 1952 年度
歳入欠陥補填費 1923 年度 東京府 5.0 8,600 8,600 1958 年度
旧債借替 1926 年度 簡易保険局 6.5 74,400 12,773 1932 年度
町計 523,000 365,674 

滝野川町 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 270,000 130,000 1951 年度
小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.0 83,000 70,856 1938 年度
小学校建築費借替 1926 年度 簡易保険局 6.5 225,000 190,821 1945 年度
小学校建築費借替 1925 年度 東京府 5.6 170,000 99,790 1941 年度
小学校建築費借替 1929 年度 日本勧業銀行 5.3 262,000 232,508 1942 年度
小学校建築費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 139,400 139,400 1950 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 55,000 55,000 1952 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 10,000 10,000 1958 年度
歳入欠陥補填費 1923 年度 東京府 5.0 9,500 9,500 1948 年度
町計 1,223,900 937,875 

巣鴨町 小学校建築費 1923 年度 簡易保険局 6.5 70,000 9,910 1932 年度
小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 110,200 … 1933 年度
小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 18,300 … 1932 年度
　上記 aの 2件小計 128,500 38,287 
小学校建築費 1929 年度 林今朝寿・服部民弥 6.5 34,000 24,760 1937 年度
下水道事業費 1930 年度 簡易保険局 5.4 120,000 120,000 1958 年度
下水道事業費 1930 年度 簡易保険局 5.4 395,000 395,000 1958 年度
震災による校舎新築 1925 年度 東京府 5.0 124,500 124,500 1958 年度
町計 872,000 712,457 

西巣鴨町 小学校建築費 a 1929 年度 千代田生命保険 6.2 200,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1929 年度 千代田生命保険 6.2 100,000 … 1936 年度
　上記 aの 2件小計 300,000 154,925 
小学校建築費 1929 年度 日本勧業銀行 5.4 100,000 78,844 1937 年度
小学校建築費 1929 年度 片倉生命保険 6.4 100,000 82,400 1938 年度
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 85,000 85,000 1939 年度
職業紹介所建築費 1928 年度 簡易保険局 4.8 10,000 6,559 1937 年度
質屋建築費 1931 年度 簡易保険局 4.8 37,000 37,000 1945 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 140,300 140,300 1958 年度
町計 772,300 585,028 

王子町 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 185,000 42,399 1936 年度
小学校建築費借替 1926 年度 簡易保険局 6.5 34,000 16,419 1942 年度
小学校建築費 1929 年度 東京府農工銀行 5.4 249,000 231,602 1957 年度
小学校建築費借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 73,300 73,300 1936 年度
塵芥焼却場建築費 1928 年度 簡易保険局 5.4 40,000 35,007 1957 年度
下水道事業費 1928 年度 簡易保険局 5.4 83,500 83,500 1957 年度
下水道事業費 1929 年度 簡易保険局 5.4 58,000 58,000 1957 年度
下水道事業費 1930 年度 簡易保険局 5.4 32,000 32,000 1957 年度
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小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 89,600 89,600 1952 年度
小学校復旧費 1926 年度 東京府 5.0 56,000 56,000 1958 年度
震災道路復旧費 1926 年度 東京府 5.0 15,090 15,090 1957 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 11,400 11,400 1947 年度
歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 69,800 69,800 1958 年度
歳入欠陥補填費 1925 年度 東京府 5.0 42,400 42,400 1958 年度
町計 1,039,090 856,517 

岩淵町 小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 47,000 … 1932 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 80,000 … 1936 年度
　上記 aの 2件小計 127,000 65,312 
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 80,000 71,943 1938 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 44,000 44,000 1939 年度
失業救済事業費 1930 年度 東京府 4.2 35,600 35,600 1947 年度
震災応急学校施設費借替 1931 年度 東京府 4.8 59,900 59,900 1952 年度
震災道路復旧費 1930 年度 東京府 4.8 1,900 1,900 1948 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 28,700 28,700 1957 年度
町計 377,100 307,355 

志村 小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.5 55,000 28,086 1937 年度
小学校建築費借替 1931 年度 東京府（＊） 5.0 13,500 12,609 1937 年度
村計 68,500 40,695 

板橋町 小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1946 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 150,000 … 1949 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 30,000 … 1949 年度
小学校建築費 a 1929 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1949 年度
　上記 aの 4件小計 280,000 208,345 
小学校建築費 1929 年度 千代田生命保険 6.5 120,000 23,400 1938 年度
小学校建築費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 38,400 26,227 1933 年度
小学校建築費借替 1931 年度 東京府農工銀行 5.0 96,600 96,600 1938 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 13,100 13,100 1952 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 2,500 2,500 1948 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 28,900 28,900 1958 年度
町計 579,500 399,072 

高田町 小学校建築費 1927 年度 簡易保険局 6.5 55,000 28,369 1935 年度
小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 245,600 158,600 1952 年度
小学校建築費 1931 年度 簡易保険局 6.0 48,000 48,000 1940 年度
小学校建築費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 87,000 87,000 1952 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 58,000 58,000 1940 年度
下水道事業費 1931 年度 東京府 4.2 392,800 392,800 1950 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 23,500 23,500 1952 年度
小学校震災応急施設費 1924 年度 東京府 5.0 30,000 30,000 1958 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 44,100 44,100 1958 年度
震災復旧土木費 1926 年度 東京府 5.0 36,400 36,400 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 23,300 23,300 1958 年度
町計 1,043,700 930,069 

長崎町 小学校建築費 1927 年度 簡易保険局 6.5 79,000 64,696 1942 年度
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小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.5 5,000 3,641 1937 年度
小学校建築費 1928 年度 日本勧業銀行 5.4 95,000 68,240 1937 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 30,400 30,400 1940 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 48,300 48,300 1957 年度
旧債借替 1927 年度 東京府 5.8 15,416 5,809 1933 年度
旧債借替 1929 年度 日本勧業銀行 5.8 6,880 3,304 1934 年度
町計 279,996 224,390 

中新井村 小学校建築費 1927 年度 東京府 5.0 10,000 6,091 1936 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 20,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 40,000 … 1936 年度
　上記 aの 2件小計 60,000 37,480 
村計 70,000 43,571 

上板橋村 小学校震災復旧費 1924 年度 東京府 5.0 25,300 25,300 1958 年度

練馬町 なし

上練馬村 小学校建築費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 32,000 30,558 1939 年度

赤塚村 小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行（＊） 4.8 16,000 16,000 1938 年度

石神井村 小学校建築費 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 41,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 53,000 … 1936 年度
　上記 aの 2件小計 94,000 46,831 
小学校建築費借替 1926 年度 東京府 5.0 16,500 6,953 1934 年度
失業救済低利資金 1931 年度 東京府 4.2 35,400 35,400 1941 年度
村計 145,900 89,184 

大泉村 失業救済農山漁村臨時対策 1931 年度 東京府 4.2 45,100 43,825 1935 年度

郡計 9,772,885 7,954,143 
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千住町 小学校建築費 1920 年度 簡易保険局 6.0 35,000 20,826 1940 年度
小学校建築費 1925 年度 簡易保険局 6.5 125,000 34,296 1933 年度
小学校建築費 1931 年度 簡易保険局 6.0 200,000 182,661 1939 年度
小学校建築費借替 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 60,000 … 1935 年度
小学校建築費借替 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 68,400 … 1933 年度
小学校建築費借替 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 38,500 … 1940 年度
　上記 aの 3件小計 166,900 75,844 
小学校建築費借替 1929 年度 簡易保険局 6.0 52,400 36,954 1935 年度
小学校建築費 1924 年度 東京府 5.4 20,000 5,216 1933 年度
小学校建築費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 64,400 61,711 1940 年度
下水道改良費 b 1921 年度 日本勧業銀行 5.4 72,600 … 1940 年度
下水道改良費 b 1923 年度 日本勧業銀行 5.4 59,800 … 1941 年度
下水道改良費 b 1924 年度 日本勧業銀行 5.4 48,000 … 1942 年度
　上記 bの 3件小計 180,400 129,046 
下水道改良費 1927 年度 日本勧業銀行 5.4 59,500 59,500 1946 年度
下水道改良費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 102,900 102,900 1949 年度
下水道改良費 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 124,800 124,800 1951 年度
下水道改良費 1925 年度 東京府農工銀行 5.9 25,400 19,663 1943 年度
下水道改良費 1928 年度 東京府農工銀行 5.9 1,800 1,800 1946 年度
下水道改良費 c 1926 年度 簡易保険局 5.4 100,000 … 1945 年度
下水道改良費 c 1926 年度 簡易保険局 5.4 100,000 … 1945 年度
下水道改良費 c 1927 年度 簡易保険局 5.4 50,000 … 1951 年度
下水道改良費 c 1928 年度 簡易保険局 5.4 153,200 … 1951 年度
下水道改良費 c 1929 年度 簡易保険局 5.4 163,200 … 1951 年度
下水道改良費 c 1930 年度 簡易保険局 5.4 79,500 … 1951 年度
　上記 cの 6件小計 645,900 607,929 
下水道改良費借替 1927 年度 簡易保険局 5.4 38,600 32,903 1945 年度
町営住宅建築費 1925 年度 東京府 4.8 100,000 73,444 1942 年度
町営住宅建築費 1926 年度 簡易保険局 5.4 80,000 61,274 1943 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 22,400 22,400 1952 年度
震災応急施設費 1924 年度 東京府（＊） 5.0 3,500 3,500 1958 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 2,800 2,800 1948 年度
震災復旧費 1926 年度 東京府 5.0 36,400 36,400 1958 年度
歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府（＊） 5.0 59,700 59,700 1958 年度
町計 2,147,800 1,755,567 

西新井町 小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1937 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 6,500 … 1937 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 61,000 … 1939 年度
　上記 aの 3件小計 117,500 105,217 
下水道建築費 1927 年度 簡易保険局 5.4 10,000 7,087 1937 年度
町計 127,500 112,304 

江北村 小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 2,000 2,000 1952 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 27,700 27,700 1958 年度
村計 29,700 29,700 

舎人村 なし
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梅島町 小学校建築費 1925 年度 日本勧業銀行 7.6 23,000 3,121 1934 年度
小学校建築費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 47,000 42,713 1939 年度
小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.5 54,000 44,532 1938 年度
小学校建築費借替 1928 年度 東京府農工銀行 5.8 12,092 6,188 1934 年度
震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 4,800 4,800 1952 年度
小学校震災復旧費 1924 年度 東京府 5.0 14,500 14,500 1958 年度
町計 155,392 115,854 

綾瀬村 小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 4,100 4,100 1952 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 21,600 21,600 1958 年度
村計 25,700 25,700 

東淵江村 小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.0 14,000 11,491 1938 年度
小学校震災応急施設費借替 1931 年度 東京府 4.8 1,500 1,500 1952 年度
村計 15,500 12,991 

花畑村 小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 3,500 3,500 1952 年度
小学校震災復旧費 1924 年度 東京府 5.0 35,800 35,800 1957 年度
村計 39,300 39,300 

淵江村 小学校建築費 1925 年度 日本勧業銀行 7.6 33,000 5,414 1934 年度
小学校建築費借替 1927 年度 東京府（＊） 5.8 17,349 8,367 1934 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 3,100 3,100 1952 年度
村計 53,449 16,881 

伊興村 小学校建築費 1927 年度 東京府 5.0 10,000 6,091 1936 年度
小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 7,000 4,721 1937 年度
村営住宅建築費 1926 年度 東京府 5.6 15,000 10,596 1940 年度
村営住宅建築費 1926 年度 東京府 4.8 15,000 11,761 1943 年度
村計 47,000 33,169 

郡計 2,641,341 2,141,466 
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小松川町 小学校建築費借替 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1949 年度
小学校建築費借替 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1951 年度
　上記 aの 3件小計 300,000 238,332 
小学校建築費 1925 年度 日本勧業銀行 7.5 125,000 3,148 1934 年度
小学校建築費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 125,000 125,000 1952 年度
小学校建築費借替 1927 年度 東京府農工銀行 6.5 10,969 5,289 1934 年度
町営住宅建築費 1919 年度 東京府 4.8 60,000 20,315 1935 年度
町営住宅建築費 1921 年度 簡易保険局 4.8 42,000 17,418 1936 年度
小学校震災応急施設費借換 1931 年度 東京府 4.8 70,000 70,000 1951 年度
役場震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 7,800 7,800 1947 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 8,400 8,400 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1925 年度 東京府 5.0 16,300 16,300 1958 年度
町計 765,469 512,002 

松江町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 37,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 59,200 … 1941 年度
　上記 aの 2件小計 96,200 66,784 
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 25,000 25,000 1952 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 14,500 14,500 1957 年度
町計 135,700 106,284 

葛西村 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 60,000 53,256 1947 年度
小学校建築費借替 1931 年度 東京府農工銀行（＊） 5.0 17,500 16,826 1947 年度
道路改良費 1928 年度 東京府農工銀行（＊） 5.9 10,000 8,703 1946 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 20,200 20,200 1952 年度
村計 107,700 98,985 

瑞江村 小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府（＊） 4.8 6,000 6,000 1951 年度

鹿本村 小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 7.5 20,000 20,000 1946 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 13,000 13,000 1952 年度
村計 33,000 33,000 

篠崎村 小学校建築費 1928 年度 東京府教育資金 5.0 10,000 6,734 1936 年度
小学校建築費 1929 年度 同愛記念病院 6.6 30,000 11,423 1936 年度
小学校建築費 1930 年度 東京府農工銀行 5.5 12,000 8,463 1935 年度
村計 52,000 26,620 

小岩町 小学校建築費 a 1927 年度 東京府 5.0 10,000 … 1936 年度
小学校建築費 a 1928 年度 東京府 5.0 10,000 … 1937 年度
小学校建築費 a 1931 年度 東京府 5.0 17,000 … 1940 年度
　上記 aの 3件小計 37,000 31,863 
小学校建築費 1927 年度 簡易保険局 6.5 58,000 36,212 1936 年度
小学校建築費 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 15,000 13,184 1937 年度
小学校建築費 1930 年度 日本勧業銀行（＊） 5.0 28,000 24,568 1937 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行（＊） 4.8 56,800 56,800 1940 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 7.1 23,200 23,200 1940 年度
町計 218,000 185,827 
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金町 小学校建築費 1926 年度 簡易保険局 6.5 85,000 43,748 1935 年度

水元村 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 30,000 21,819 1937 年度

新宿町 小学校建築費 a 1924 年度 簡易保険局 6.5 25,000 … 1932 年度
小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 15,000 … 1932 年度
　上記 aの 2件小計 40,000 12,439 

奥戸町 小学校建築費 1930 年度 日本勧業銀行 5.4 54,000 44,132 1938 年度
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 24,000 20,832 1938 年度
町計 78,000 64,964 

吾嬬町 小学校建築費 1925 年度 簡易保険局 6.5 100,000 76,970 1945 年度
小学校建築費 1925 年度 簡易保険局 6.5 300,000 73,156 1945 年度
小学校建築費借替 1929 年度 三井信託 6.2 176,767 157,280 1937 年度
小学校建築費借替 1928 年度 日本勧業銀行 5.3 54,254 51,396 1935 年度
小学校建築費借替 1929 年度 日本勧業銀行 5.3 31,627 19,593 1935 年度
小学校建築費借替 1929 年度 三井信託 6.2 41,233 25,690 1935 年度
小学校建築費借替 1928 年度 日本勧業銀行 5.3 100,800 65,108 1936 年度
小学校建築費借替 1930 年度 簡易保険局 6.0 17,400 13,140 1936 年度
小学校建築費 1929 年度 東京府農工銀行 5.4 218,000 156,592 1937 年度
小学校震災復旧費 1924 年度 東京府 4.8 80,000 80,000 1952 年度
震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 21,000 21,000 1948 年度
震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 35,000 32,729 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 87,000 82,872 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1925 年度 東京府 5.0 40,900 38,247 1958 年度
町計 1,303,981 893,773 

本田町 小学校建築費 1928 年度 簡易保険局 6.5 100,000 100,000 1951 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 54,000 54,000 1950 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 5,800 5,800 1952 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 42,000 42,000 1958 年度
震災復旧費 a 1925 年度 東京府 5.0 7,600 … 1958 年度
橋梁震災復旧費 a 1925 年度 東京府 5.0 1,400 … 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 a 1924 年度 東京府 5.0 2,000 … 1958 年度
　上記 aの 3件小計 11,000 11,000 
勧銀旧債借替 1925 年度 簡易保険局 6.5 58,000 23,138 1934 年度
町計 270,800 235,938 

亀青村 小学校建築費 1918 年度 日本勧業銀行 6.3 11,000 2,310 1933 年度
小学校建築費 1926 年度 簡易保険局 6.5 60,000 36,057 1935 年度
村計 71,000 38,367 

南綾瀬町 小学校建築費 1927 年度 簡易保険局 6.5 145,000 99,401 1946 年度
小学校建築費 1929 年度 簡易保険局 6.0 61,000 55,711 1948 年度
小学校震災応急施設費 1923 年度 東京府 4.8 2,400 2,400 1952 年度
町計 208,400 157,512 

隅田町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 100,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 23,400 … 1935 年度
　上記 aの 2件小計 123,400 51,834 
小学校建築費 1930 年度 簡易保険局 6.0 65,000 59,344 1939 年度
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小学校震災応急施設費借替 1931 年度 東京府 4.8 23,000 23,000 1952 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 66,400 66,400 1958 年度
小学校震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 45,440 45,440 1958 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 3,600 3,600 1948 年度
道路震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 34,600 34,600 1958 年度
町計 361,440 284,218 

寺島町 小学校建築費借替 a 1922 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1941 年度
小学校建築費借替 a 1924 年度 簡易保険局 6.5 30,000 … 1941 年度
小学校建築費借替 a 1926 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1940 年度
小学校建築費借替 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 20,000 … 1948 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 210,000 … 1948 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 80,000 … 1947 年度
小学校建築費 a 1927 年度 簡易保険局 6.5 50,000 … 1947 年度
　上記 aの 7件小計 490,000 198,245 
小学校建築費 b 1929 年度 簡易保険局 6.0 40,000 … 1938 年度
小学校建築費借替 b 1930 年度 簡易保険局 6.0 31,600 … 1941 年度
　上記 bの 2件小計 71,600 60,613 
小学校建築費借替 1925 年度 東京府農工銀行 5.9 22,500 15,801 1941 年度
小学校建築費借替 1929 年度 日本勧業銀行 5.3 74,700 63,466 1941 年度
小学校建築費 c 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 130,600 … 1948 年度
小学校建築費 c 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 93,400 … 1948 年度
　上記 cの 2件小計 224,000 219,922 
下水道改良工事費 1930 年度 簡易保険局 5.4 50,000 26,931 1940 年度
失業救済事業費 1931 年度 東京府 4.2 50,000 50,000 1940 年度
震災善後債 1924 年度 東京府 4.8 6,300 6,300 1952 年度
震災善後債借換 1930 年度 東京府 4.8 20,700 20,700 1948 年度
震災善後債 1925 年度 東京府 5.0 23,500 23,500 1958 年度
震災善後債 1924 年度 東京府 5.0 26,100 26,100 1958 年度
町計 1,059,400 711,578 

亀戸町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 180,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 160,000 … 1936 年度
　上記 aの 2件小計 340,000 181,152 
小学校震災応急施設費借替 1931 年度 東京府 4.8 23,200 23,200 1952 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 51,000 51,000 1948 年度
歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 103,000 103,000 1958 年度
歳入欠陥補填費 1925 年度 東京府 5.0 26,000 26,000 1958 年度
町計 543,200 384,352 

大島町 小学校建築費 a 1925 年度 簡易保険局 6.5 95,000 … 1934 年度
小学校建築費 a 1928 年度 簡易保険局 6.5 130,000 … 1937 年度
　上記 aの 2件小計 225,000 88,717 
小学校建築費借替 b 1929 年度 日本勧業銀行 5.3 47,145 … 1933 年度
小学校建築費借替 b 1929 年度 日本勧業銀行 5.3 21,000 … 1933 年度
　上記 bの 2件小計 68,145 27,507 
小学校建築費借替 1931 年度 日本勧業銀行 5.0 46,800 43,709 1937 年度
小学校建築費 1930 年度 帝国生命保険 6.5 60,000 54,908 1939 年度
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失業救済資金 1931 年度 東京府（＊） 4.2 113,000 113,000 1949 年度
小学校震災応急施設費借替 1931 年度 東京府 4.8 24,600 24,600 1952 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府（＊） 4.8 100,400 100,400 1948 年度
道路震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 33,400 33,400 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1924 年度 東京府 5.0 32,600 32,600 1958 年度
町計 703,945 518,841 

砂町 小学校建築費 1926 年度 簡易保険局 6.5 120,000 61,895 1935 年度
小学校建築費借替 1930 年度 日本勧業銀行 5.0 35,000 31,343 1938 年度
小学校建築費 1929 年度 日本勧業銀行 5.4 65,000 53,122 1938 年度
小学校建築費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 55,200 55,200 1940 年度
小学校建築費 1931 年度 片倉生命保険 7.0 37,800 37,800 1940 年度
震災応急施設費借替 1930 年度 東京府 4.8 1,200 1,200 1948 年度
役場震災復旧費 1924 年度 東京府 5.0 11,800 11,800 1958 年度
震災歳入欠陥補填費 1925 年度 東京府 5.0 24,500 24,500 1958 年度
町計 350,500 276,860 

郡計 6,423,535 4,613,127 
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病院組合

荏原郡病院 病院移転改築費 1929 年度 簡易保険局 5.4 341,200 329,597 1948 年度

豊多摩病院 営繕費 a 1928 年度 簡易保険局 5.4 24,000 … 1944 年度
営繕費 a 1930 年度 簡易保険局 5.4 130,000 … 1948 年度
　上記 aの 2件小計 154,000 151,795 
震災復旧費 1925 年度 東京府 5.0 200,000 200,000 1958 年度
震災復旧費 1925 年度 日本勧業銀行 5.4 50,000 39,645 1943 年度
震災復旧費 b 1926 年度 簡易保険局 5.4 140,000 … 1944 年度
震災復旧費 b 1927 年度 簡易保険局 5.4 35,000 … 1943 年度
　上記 bの 2件小計 175,000 150,216 
震災復旧費借替 1928 年度 簡易保険局 5.4 96,000 75,427 1941 年度
組合計 675,000 617,083 

豊島病院 病院改築費 1930 年度 簡易保険局 5.4 50,000 50,000 1957 年度
病院改築費 1930 年度 簡易保険局 5.4 300,000 300,000 1956 年度
病院改築費 1930 年度 簡易保険局 5.4 30,000 30,000 1956 年度
病院改築費 1930 年度 東京府（＊） 4.8 220,000 216,390 1948 年度
組合計 600,000 596,390 

千住町外九ケ村 なし

南葛飾病院 伝染病院建築費 1929 年度 簡易保険局 5.4 180,000 170,540 1959 年度

東部隔離 なし

病院組合合計 1,796,200 1,713,610 

下水道組合

北豊島郡東部 下水道改良費 1931 年度 東京府 4.2 816,000 816,000 1949 年度

水道組合

荒玉水道 水道敷設費 1926 年度 簡易保険局 6.5 500,000 480,591 1950 年度
水道敷設費 1926 年度 簡易保険局 6.5 200,000 197,259 1950 年度
水道敷設費 1926 年度 簡易保険局 6.5 300,000 295,889 1950 年度
水道敷設費 1929 年度 簡易保険局 6.0 920,000 920,000 1949 年度
水道敷設費 1931 年度 簡易保険局 6.0 2,500,000 2,500,000 1950 年度
水道敷設費借替 1927 年度 日本勧業銀行（＊） 5.3 1,500,000 1,500,000 1946 年度
水道敷設費借替 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.3 800,000 783,809 1947 年度
水道敷設費借替 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.3 500,000 500,000 1947 年度
水道敷設費借替 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.3 400,000 381,974 1945 年度
水道敷設費 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 420,000 410,734 1946 年度
水道敷設費 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 198,000 198,000 1946 年度
水道敷設費 1928 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 902,000 902,000 1947 年度
水道敷設費 1929 年度 日本勧業銀行 5.4 168,000 168,000 1947 年度
水道敷設費 1929 年度 日本勧業銀行 5.0 1,682,000 1,682,000 1948 年度
水道敷設費 1929 年度 日本勧業銀行 5.0 600,000 572,325 1945 年度
水道敷設費 1930 年度 日本勧業銀行 4.8 457,000 457,000 1949 年度
水道敷設費 1929 年度 千代田生命保険 6.2 2,000,000 2,000,000 1934 年度
水道敷設費 1930 年度 千代田生命保険 6.2 1,000,000 1,000,000 1935 年度
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水道敷設費 1930 年度 千代田生命保険 6.2 1,000,000 1,000,000 1935 年度
水道敷設費 1931 年度 千代田生命保険 6.0 883,000 883,000 1935 年度
組合計 16,930,000 16,832,583 

江戸川上水 水道敷設費 1922 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 230,000 172,630 1941 年度
水道敷設費 1923 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 200,000 150,113 1941 年度
水道敷設費 1924 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 230,000 185,358 1942 年度
水道敷設費 1925 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 210,000 172,927 1943 年度
水道敷設費 1925 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 72,500 59,701 1943 年度
水道敷設費 1926 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 450,000 370,557 1943 年度
水道敷設費 1926 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 165,000 135,871 1943 年度
水道敷設費 1927 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 171,000 140,812 1943 年度
水道敷設費借替 1927 年度 日本勧業銀行（＊） 5.4 2,000,000 1,656,905 1943 年度
水道敷設費借替 1927 年度 日本勧業銀行（＊） 5.3 5,871,500 5,390,000 1932 年度
水道敷設費 1930 年度 東京府（＊） 4.2 938,000 938,000 1948 年度
水道敷設費 1931 年度 東京府（＊） 4.2 858,800 858,800 1950 年度
水道敷設費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 500,000 500,000 1950 年度
水道敷設費 1931 年度 日本勧業銀行 4.8 158,000 158,000 1950 年度
水道敷設費 1926 年度 簡易保険局 6.5 500,000 418,225 1943 年度
水道敷設費 1928 年度 簡易保険局 6.5 300,000 250,935 1943 年度
水道敷設費 1928 年度 簡易保険局 6.5 700,000 608,044 1943 年度
水道敷設費 1931 年度 川崎第百銀行 6.0 100,000 100,000 1932 年度
組合計 13,654,800 12,266,876 

水道組合合計 30,584,800 29,099,459 

全組合合計 33,197,000 31,629,069 

出典　 『編入町村財産及負債調』，『隣接五郡に於ける上水道に関する調査』，『市域拡張関係書類　市長事務引継書』，『荏原郡各
町村現状調査』，『大崎町郷土教育資料』，『碑衾町誌』，『池上町史』，『大井町史』，『大森町政提要』，『蒲田町史』，『豊多摩
郡各町村現状調査』，『落合町誌』，『施工中に在る渋谷町水道』，『中野町誌』，『杉並町誌』，『北豊島郡各町村現状調査』，『北
豊島郡総覧』1931 年度版，『南千住町政概要』，『長崎町誌』，『南足立郡各町村現状調査』，『南葛飾郡各町村現状調査』，『吾
嬬町誌』1933 年刊行版，『隅田町誌』1930 年刊行版，『隣接五郡ニ於ケル伝染病院町村組合調』，『江戸川上水道誌』，『荒
玉水道誌　前編』。

注　　…は不明。借入先の（＊）は，預金部資金転貸であることが確認できたもの。


